
平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

■ 拡充計上せず

一般会計

総務費 ■ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 ■ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

4 新規 地方創生移住支援事業

東京一極集中の是正に向けた更なる地方創生
を大胆に推進するため、東京圏から地方への
UIJターン者が中小企業等へ就業を行った場
合、移住者に支援金を給付する。

— 2,000千円

総合政策部

企画課 企画費

総合政策部

国際課

企画費

総合政策部

広報戦略課

86,012千円 85,000千円

企画課

総合政策部

企画課

1,500千円 1,500千円

2,000千円

広報戦略課

拡充

総合政策部

企画費

企画費

総合政策部

情報政策課

総合政策部

情報政策課

高度無線環境整備推進事業

企画費

企画費

新規

— 100,000千円新規

過疎、離島等における光ファイバー等の整備
について、総務省の補助事業を活用し、民間
事業者が施設整備を行う場合に事業費の一部
を補助する。

8,080千円

国際交流費

265,400千円9

6,500千円

8 携帯電話等エリア整備事業
過疎、辺地等の条件不利地域にある携帯電話
等を利用することが困難な地域において、無
線通信施設、設備等を整備するもの。

—

—7
中国青島市友好都市締結
40周年記念事業

平成31年は本市と中国青島市の友好都市締結
40周年にあたり、両市長の相互訪問を含めた
友好交流を行う事で、さらなる友好関係の促
進に取り組むもの。

0千円

6 新規
下関ＰＲキャラクター作成
業務

さらなる市民のシビックプライドの醸成を図
るため、本市を象徴し誰からも愛されるキャ
ラクターを作成し、さまざまな媒体・事業・
イベント等に活用することで、広く本市への
興味や認知度の向上に取り組むもの。

—

新規5

企画費

1,200千円

3

下関ＰＲ動画コンテスト事
業

No.

企画費企画課

会計・款・項・目
部局

課所室名
事業名【公表】

希望の街実現へ向け、シビックプライドの醸
成を図るため、市民自らが市の魅力を考え、
発信するきっかけとして、下関市をＰＲする
動画を募集するもの。選定した動画は、市の
事業をはじめ、様々なイベント・広報媒体で
本市ＰＲのため活用する。

—

新規

223,000千円

6,000千円

市職員若手登用プロジェクトを活用し、唐戸
地区を中心とした海峡沿いの地域を周遊・滞
在型観光地へと転換を図るため、エリアビ
ジョンを策定し、施策を構築するもの。

— 13,000千円

—

査定結果

205,000千円

H31年度で計画期間が終了する①下関市ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略、②下関市人
口ビジョン（地区別人口ビジョン含む）、③
下関市連携中枢都市圏ビジョンについて、新
規計画等の策定に際して必要となる基礎資料
等の調査業務を委託するもの。

平成31年度

5,000千円

事業概要・拡充内容

12,800千円

230,715千円

まちの魅力再発掘プロジェ
クト事業

1

総合政策部

新規
下関市まち・ひと・しごと
創生総合戦略等の計画策定
に係る基礎資料作成業務

本市へのふるさと納税「ふるさとしものせき
応援寄附金」に係る周知PR、受付、出納、返
礼品送付等の業務を行うもので、更なる寄附
額増を目指し宣伝ＰＲ業務等を拡充するも
の。

2 新規

ふるさと納税業務

総合政策部
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

消防費 □ 要求どおり

消防費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 ■ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

徴税費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

徴税費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

徴税費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

徴税費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

徴税費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

ボートレース事業収入を活力創造基金へ積み
立て、本市の活力を生み出す施策に活用す
る。

— 200,000千円 200,000千円

財政課 活力創造基金費

13

財政部

新規 活力創造基金への積立

総合政策部

財政部

賦課徴収費

防災危機管理
課

0千円

事務改善費

情報政策課

情報政策課

総合政策部

ＣＩＯ補佐業務とは、業務や情報システムの
分析・評価・最適化等の助言や支援を行う業
務であり、基幹系システムにおける自治体ク
ラウドへの再構築の検討、次期IT中期計画の
更新に向けた調査・分析・検討等を行うも
の。

事務改善費

新規

新規

0千円

5,910千円

1,254千円

口座振替を推進するための広報や申請者への
景品を贈呈するもの。

—新規 口座振替推進業務

賦課徴収費

0千円

7,277千円

7,190千円

賦課徴収費

賦課徴収費

Web口座振替業務 3,443千円—

納税課

納税課

4,488千円

122千円

—

コンビニ収納が本格稼働したことにより事業
費が増加するとともに、スマホ決済サービス
(PayB)の利用を開始するもの。

7,795千円

個人住民税の調定業務が迅速に行えるように
必要な各種調定表が出力できるよう機能を改
修しようとするもの。

6,000千円 7,374千円

書面で行っている口座振替依頼の手続きをイ
ンターネットを通じてWeb上で行うサービス
を開始するもの。

5,100千円

— 11,418千円

11

10

地方税共通納税システムを導入するもの。

RPA(ﾛﾎﾞﾃｯｸ･ﾌﾟﾛｾｽ･ｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ)の導入により、
人間がパソコンで繰り返し行う定型業務や複
数システム間のデータ入力を自動化し、業務
の効率化や生産性の向上を図るもの。

—

ＲＰＡ導入業務

防災メール等普及啓発事業

—

新規

個人住民税調定業務サブシ
ステム機能拡張改修業務

300千円

ＣＩＯ補佐業務

災害対策費

様々なツール(市HP、市報、SNS、テレビ、
ラジオ等)や防災訓練、出前講座などの機会を
活用し、防災メールの普及啓発を図る。

コンビニ収納等委託業務

納税課

財政部

18

新規

財政部

17

新規

市民税課

0千円

総務部

拡充

—12

16
地方税共通納税システム導
入業務

財政部

15

財政部

14

賦課徴収費

納税課

新規
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

総務費 □ 要求どおり

徴税費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 新規 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 新規 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 □ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 ■ 要求どおり

総務管理費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 新規 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 新規 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

福祉部

市民生活費

市民生活費

市民部

まちづくり政
策課

企画費

支所費

福祉政策課

5,000千円

0千円

民生委員・児童委員の任期が平成３１年１１
月３０日で終了することから、新たな候補者
を選任し厚生労働大臣に推薦する。前回の一
斉改選は平成28年度に実施。

—

社会福祉総務費

企画費

企画費

市民部

まちづくり政
策課

人権・男女共
同参画課

—

賦課徴収費

5,199千円

市民部

まちづくり政
策課

47,735千円

24,531千円

住民自治によるまちづくりを推進するための
基本計画を策定するため、市民意識調査を実
施する。

— 1,707千円

新規

—

0千円

0千円

男女共同参画に関する市民
意識調査業務（市民意識調
査委託）

男女共同参画を推進するための基本計画の資
料とするための市民・事業所の意識調査を行
う。

—

100千円

12,200千円

川中支所の移転検討に伴う地域住民への説明
会の開催等を行う。

市民センタートイレの改修
市民センター利用者の利便性を向上するた
め、高齢者、障害者に配慮したトイレの洋式
化を行う。

№2１に統合

3,500千円

№2１に統合

財政部

資産税課

新規

—

第２次住民自治によるまち
づくり推進計画策定業務
（市民意識調査委託）

標準宅地鑑定評価業務

平成33年度に固定資産の評価替え・路線価の
公開を行うにあたり、土地評価の均衡化、適
正化を図るため、全ての標準宅地について不
動産鑑定業者による鑑定評価を行う。（※３
年に１度実施）

次期市民活動促進基本計画策定の基礎資料と
するため、市民協働参画に関する市民・市民
活動団体の意識調査を行う。

2,852千円

社会福祉行政を推進するため、各福祉団体等
に補助金を交付し、充実した福祉社会を担う
福祉団体の育成を図る。平成３１年度は、社
会福祉センターのエレベーター老朽化に伴う
改修工事実施のための事業に対する補助を行
う。

100千円

856千円

52,508千円—

20
まちづくり協議会と下関市
の情報発信共同事業「下ま
ちアプリ」

地域情報と市政情報を一元化し、役立つ情報
を手軽に市民に届ける情報発信ツールとし
て、スマートフォンアプリを導入する。ま
た、アプリの周知・普及のためノベルティ
グッズを作成する。

—

新規

市民部

21

24

—

23

市民部

まちづくり政
策課

市民部

社会福祉総務費

22
市民協働参画に関する市民
意識調査業務（市民意識調
査委託）

19

まちづくり政
策課

25

2,506千円

27
社会福祉センターエレベー
ター改修補助金

福祉政策課

川中支所移転検討業務

福祉部

26 民生児童委員改選業務
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

国保会計

総務費ほか ■ 要求どおり

総務管理費ほか 拡充 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

国保会計

総務費 ■ 要求どおり

徴収費 拡充 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 ■ 要求どおり

社会福祉費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 ■ 要求どおり

社会福祉費 拡充 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

児童福祉費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

児童福祉費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

児童福祉費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

■ 拡充計上せず

30

保険年金課 一般管理費ほか

こども未来部

33

福祉部
消費税率引上げに伴う介護
保険料の低所得者負担軽減

消費税率引上げとあわせ行う社会保障の充実
として、介護保険の第1号保険料について、
一般会計繰入金を投入して、低所得の高齢者
を対象に保険料の負担軽減措置を拡大する。

62,478千円 243,266千円

こども未来部

社会福祉総務費

子育て政策課

子育て政策課

36

288,692千円 288,692千円

生活実態調査結果及び子育て関係団体との意
見交換等を踏まえ、様々な関係者の協働によ
る対象者の要件を限定しない支援を行う。

—

53,112千円

3,131千円

新規 5,373千円—

国民健康保険事業の充実
・高額療養費の申請勧奨を実施
・特定健診の自己負担金1,000円を無料化
・5割軽減、2割軽減の判定所得を引上げ

243,266千円

NPO法人に委託し実施している地域子育て支
援拠点３か所において、より広範囲に能動的
な支援を実施するために「利用者支援事業」
を追加する。

3,646千円

長寿支援課

老人憩の家の一部において、利用者が使用す
る部屋及び事務所に空調設備が未設置の施設
がある。高齢者が利用する施設であり、熱中
症対策として、重点的に未設置箇所への空調
設備を設置するもの。

—

こども未来部

34 新規

拡充

35 子育て支援フロア運営業務

市民から親しまれ子育て世代を応援する庁
舎、優しい街づくりを実現するため、子育て
支援フロアを整備し、「相談支援機能の充実
と利便性の向上」を図る。

地域子育て支援拠点事業
（子育て政策）

新規

32

29

児童福祉総務費

児童福祉総務費

老人福祉施設費

福祉政策課

児童措置費

福祉部

介護保険課 老人福祉費

平成２８年１２月に成立した再犯防止推進法
に基づき、再犯防止の推進のために、対象者
に応じた指導及び支援を強化し、円滑な社会
復帰を促進するため、地方再犯防止推進計画
を策定する。

200千円

介護保険課

福祉部

子育て政策課

社会福祉総務費

福祉部

5,500千円

3,126千円

35,769千円

19,383千円

—

第７期介護保険事業計画における平成３１年
度事業実施分及び介護療養型医療施設等の介
護医療院への転換整備に対して、介護施設等
整備補助金及び介護施設等開設準備経費補助
金を事業者へ交付するもの。

—

35,176千円

310千円地方再犯防止推進業務

介護施設等整備促進事業

9,647千円

保険年金課

子どもの未来応援事業

9,647千円

老人憩の家空調設備設置工
事

保険料の収納について、コンビニ収納のほか
に、スマホ決済サービス(PayB)の運用を開始
し、納付機会を拡大させる。

5,638千円

賦課徴収費

福祉部

28

31

福祉部

コンビニ収納等委託業務
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

教育費 ■ 要求どおり

幼稚園費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費ほか ■ 要求どおり

児童福祉費ほか □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 ■ 要求どおり

児童福祉費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

児童福祉費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

児童福祉費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

児童福祉費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 ■ 要求どおり

児童福祉費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

児童福祉費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

民生費 ■ 要求どおり

児童福祉費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

こども家庭支
援課

81,335千円

こども発達センタープール
等改修事業

43

児童扶養手当法の改正により支払回数を年３
回から年６回に見直す。移行年のみ支払対象
月が15月分となる。

44 1,446,000千円 1,779,000千円

こども家庭支
援課

母子福祉費

こども家庭支
援課

児童福祉施設費

こども未来部

拡充 児童扶養手当支給

新規 —

42 養育支援預かり事業

こども家庭支
援課

児童措置費

親のレスパイトケアや虐待等で緊急性の高い
親子を支援するため、こども家庭支援拠点を
通じた預かり事業を実施する。

1,780,419千円

新規

こども未来部

—

ふるさとしものせき応援基金を活用し、こど
も発達センターの訓練用温水プールのボイ
ラー取替工事を行う。

67,584千円

こども未来部

拡充
私立幼稚園就園奨励費補助
金(従来型)

こども未来部

児童措置費

こども未来部

39

こども未来部

新規
幼児教育無償化（預かり保
育、認可外保育施設等）

幼児保育課 児童措置費

67,584千円

335千円

29,119千円

45

2,000千円 0千円

22,552千円

児童福祉総務費

300千円

きらめきネットコム導入・
運用業務

公立幼稚園、保育園、こども園に通う園児の
安全・安心に係る内容等の情報を、各園から
配信を希望する保護者等にメール配信するシ
ステムを構築・運用するもの。

—

こども未来部

幼児保育課

こども未来部

新規 臨時・特別給付金給付事業

41 拡充
こども家庭支援拠点運営業
務

平成３０年１０月に新設された「こども家庭
支援拠点」の体制強化・事業拡充を行い、事
案発生時における、迅速かつきめ細やかな対
応を図る。

17,198千円

38 新規
幼児教育無償化（幼稚園、
保育所、認定こども園）

・３歳から５歳までの全ての子供たちの幼稚
園、保育所、認定こども園の費用を無償化。
・０歳から２歳児についても、住民税非課税
世帯を対象として無償化
・保育料の無償化の合計額　675,937千円

—

81,335千円45,000千円37

幼児保育課 幼稚園費

幼児教育の無償化により、10月1日以降の利
用料金が月額25,700円を上限に無償化。
無償化影響額　37,079千円

40

—

2019年10月からの幼児教育無償化に伴い、
一定条件のもと、幼稚園の預かり保育や認可
外保育施設等の利用料を無償化する。（認可
外保育施設保育料、一時預かり利用料等）

幼児保育課

こども家庭支
援課

母子福祉費

児童措置費ほか

10,554千円—

4,200千円 4,200千円

10,554千円
未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特
別給付金を給付する。
給付額　17,500円

新規

こども未来部
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

保健衛生費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

保健衛生費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

保健衛生費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

保健衛生費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

保健衛生費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

保健衛生費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

保健衛生費 拡充 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

保健衛生費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

保健衛生費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

保健医療政策
課

保健衛生総務費

46

保健部
日本薬剤師会学術大会補助
金

第52回日本薬剤師会学術大会の開催に係る経
費の一部を助成する。
日時：平成31年10月13日、14日
場所：下関市民会館、海峡メッセ、ドリーム
シップほか

—

保健部

57,856千円

環境部

環境政策課

健康推進課

保健衛生総務費

1,000千円

公害対策費

動物愛護管理
センター

54

環境部

環境政策課

家庭・個人の自発的な地球温暖化対策への取
り組みを促すため、市町村が先頭に立ち、国
民運動「COOL CHOICE」を踏まえた地球温
暖化対策を、住民や各種団体と協力して継続
的に実施するためにイベント等を実施する。

1,860千円

7,634千円

3,738千円

7,634千円

—51

53 新規
地球温暖化対策活動推進業
務

予防費

52

環境衛生費

保健部

電気自動車用急速充電器課
金対応

本市が市内４か所に設置し、利用者に無料開
放している電気自動車用急速充電器４基につ
いて、課金実施に必要となる機器を設置し、
新たな歳入を確保するとともに、税負担の公
平性・公正性の確保、充電器利用の適正化及
び民業圧迫の解消を図る。

50

保健衛生総務費

保健医療政策
課
健康推進課

全国的な風しんの流行を受け、各世代の中で
抗体保有率が低い39～56歳の男性に3年間
無料で抗体検査及び予防接種を実施する。ま
た、市の独自の取組として抗体検査及び予防
接種について、無料化の対象者を拡大する。

保健部

—

—

犬・猫不妊去勢手術助成金
事業

市民による犬及び猫の不妊去勢手術実施を奨
励するための犬・猫不妊去勢手術助成金につ
いて、猫に対する助成を５００千円を拡充
し、さらなる公衆衛生の向上を図る。

産婦健康診査

産後２週間、産後１か月の出産後間もない時
期の産婦に対して、身体面・精神面等の健康
診査を行い、産後の初期段階における母子に
対する支援を強化し、妊娠期から子育て期に
わたる切れ目のない支援体制を整備する。

—

風しん抗体検査・予防接種

1,013千円

1,360千円 1,860千円

17,278千円

3,738千円

15,000千円

49 自殺対策計画策定業務

自殺対策基本法の改正により、「誰も自殺に
追い込まれることのない社会」の実現を目指
して全ての都道府県及び市町村に「自殺対策
計画」の策定が義務付けられたため、下関市
自殺対策計画(仮称）を策定するもの。

—

保健衛生総務費

保健部

保健医療政策
課

保健部

病気やけがをした住民が、医療相談や受診可
能な医療機関の案内等を受けることができる
相談窓口共通の短縮ダイヤル「♯7119」を
設置・運営することにより、救急車の適正利
用や救急医療機関の負担軽減、県民の不安軽
減を図る。

健康推進課

1,543千円

58,263千円

48 健康危機管理業務

保健衛生行政における「健康危機管理体制」
の充実を図るとともに、大規模災害、感染症
等の発生時においても市民の健康保持に必要
不可欠な行政サービスの提供を維持するた
め、関係機関との連携により健康危機管理の
一体的かつ総合的な推進を図る。

—

保健部

47

400千円

保健医療政策
課

600千円

1,000千円

3,148千円6,444千円
山口県救急安心センター事
業負担金

保健衛生総務費

—

公害対策費
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

保健衛生費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

保健衛生費 拡充 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

清掃費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

清掃費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

清掃費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

清掃費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 ■ 要求どおり

商工費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 ■ 要求どおり

商工費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 □ 要求どおり

商工費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

環境施設課 し尿処理費

3,500千円

産業振興課

赤間公衆便所ほかインバウ
ンド対策整備

産業振興課

環境部

環境政策課

環境部

環境部

じん芥処理費

32,000千円

産業振興部

産業振興部

59 新規
カーボン・マネジメント強
化事業

ＣＯ2排出量削減を推進していくにあたり、
環境啓発を目的として建設された下関市リサ
イクルプラザ啓発棟の照明器具のＬＥＤ化
と、空調設備の省エネルギー化を行う。

環境部

60

赤間神宮に隣接しており外国人の利用頻度が
非常に高い赤間公衆便所について、トイレの
洋式化及び外国人向けサインの整備を行う。
また、併せて唐戸公衆便所に外国人向けサイ
ンを整備する。

—

環境政策課

廃棄物対策課

産業振興課

産業振興部

環境施設課

— 35,600千円

3,857千円

商工業振興費

7,400千円 10,130千円10,130千円
遊休不動産マッチング支援
型地域活性化事業

空き店舗のマッチングステーション
GRESTA.において、物件所有者と出店希望
者とのマッチングを行うことで、一貫した支
援体制を整備するとともに、市民の交流拠点
を創出する。人員を拡充し、運営を通年化す
る。

63 新規

13,100千円

商店街等インバウンド対策
事業

近年増加している外国人観光客への対応とし
て、インバウンドセミナーの開催などにより
商店街関係者の意識の醸成を図ることで、イ
ンバウンド需要の取り込みによる商店街の活
性化を目指す。

— 2,106千円

商工業振興費

1,500千円

3,678千円

62 拡充

12,000千円

61 拡充 創業支援型地域活性化事業

創業支援カフェKARASTA.を核として創業支
援プログラムの実施により、創業希望者の発
掘・育成を図るとともに、市民交流の拠点化
を図る。スタートアップサポーターの人員を
拡充

12,000千円 13,100千円

1,000千円

し尿処理費

商工業振興費

一般廃棄物処理施設（ごみ焼却施設・リサイ
クル処理施設）について、施設の延命化を図
るために必要となる長寿命化総合計画を策定
するもの。

— 12,000千円
一般廃棄物処理施設長寿命
化総合計画策定業務

下関市新合理化事業計画策
定業務

浄化槽法等に基づき浄化槽の管理者、保守清
掃業者への指導監督を行うとともに、快適な
生活環境保全のため浄化槽設置のための補助
金交付を実施する。また、下関市新合理化事
業計画策定に向けた取り組みを行う。

—

56 5,000千円
スマートハウス普及促進補
助金

家庭部門からの温室効果ガス排出量を削減す
るため、対象システムの導入補助を行う。
現行制度を見直し、次のとおり拡充。①家庭
用燃料電池は補助上限額引下げによる交付件
数増 ②定置用蓄電池は補助上限額引上げ ③
ＥＶ等用充給電設備を補助対象に追加

57

清掃総務費

58

環境部

環境部

環境施設課

55

公害対策費

6,829千円

公害対策費

電気自動車用急速充電器新
設

走行時に二酸化炭素を排出しない電気自動車
の普及を促進するため、豊浦地区の公共施設
に電気自動車用急速充電器１基を新設し、電
気自動車の走行を支える充電インフラの整備
を図る。

6,829千円

6,600千円

—

8,000千円
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

商工費 □ 要求どおり

商工費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

■ 拡充計上せず

一般会計

商工費 □ 要求どおり

商工費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 □ 要求どおり

商工費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

労働費 □ 要求どおり

労働諸費 拡充 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

労働費 ■ 要求どおり

労働諸費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

労働費 □ 要求どおり

労働諸費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 □ 要求どおり

商工費 新規 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 □ 要求どおり

商工費 新規 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 ■ 要求どおり

農業費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

産業振興課

産業振興部

産業振興課

産業振興部

産業振興部

農林水産振興
部

農業振興課

産業振興課

産業振興部

産業立地・就
業支援課

産業振興部

産業立地・就
業支援課

476千円

300千円

雇用対策費

0千円

72 新規
次世代継承型地域営農推進
事業

①集落営農法人設立等に向けた新たな取り組
みを開始する地域を支援②①の営農組織に対
し、農地集積を実現させるために必要な機
械・施設等の導入に係る経費の一部を支援す
る。

—

農業振興費

6,200千円

5,000千円

高いスキルを有する中核人材を求めている市
内中小企業と、首都圏を中心とした都市部の
大企業等で就業している有為な人材を、副
業・兼業という形でマッチングすることで活
用し、中小企業の成長による市内経済の活性
化を図る。

— 5,500千円

0千円

6,200千円

産業振興部

7,978千円66

69
副業・兼業人材活用促進事
業

—

67
勤労婦人センター本館耐震
補強事業

指定避難所となっているにもかかわらず、耐
震基準を満たしていない施設について、建物
内に耐震壁を設置することにより基準値を上
回る耐震性能を確保し、今後の安心安全な施
設運営を図る。

6,900千円

若者の地元就職促進と奨学金返還の負担軽減
及び市内中小企業の新卒採用支援を目的とし
て、大学等に進学する際に奨学金の貸与を受
け、卒業後に市内に在住し、認定された市内
企業へ就職した新規学卒者を対象として、奨
学金返還のための補助金を交付する。

産業立地・就
業支援課

産業立地・就
業支援課

商工業振興費

4,000千円

7,000千円

商工業振興費

300千円

63,700千円

奨学金返還支援事業

労働福祉施設費

71
地元企業フォローアップセ
ミナー開催委託

—

商工業振興費

産業立地・就
業支援課

産業振興部

本市に立地している中小企業の競争力向上を
図るため、地元中小企業に就職した社員等を
対象に、人事評価、災害対策、ビジネスマ
ナー、障害者雇用率制度、仕事に対する取組
み方等のセミナーを開催し、社員等のスキル
の向上を図る。

市民のニーズが高い事務系業種の企業を誘致
するため、平成30年度に創設した「オフィス
ビル建設促進補助金」について、平成31年度
よりオフィスビルに入居する企業の誘致活動
を行い、企業立地に伴う雇用の場の創出を図
る。

68 —

820千円70

エキマチ広場周辺にぎわい
創出イベント企画運営業務

エキマチ広場周辺において、にぎわい創出に
資するイベントの開催を通じて、エキマチ広
場周辺の魅力向上による来街動機を創出す
る。

—

1,500千円

—

オフィスビル入居企業誘致
業務

64,046千円

雇用対策費

1,500千円

商工業振興費

6,220千円

商工業振興費

64 拡充
商店街等競争力強化事業費
補助金

商業団体等が実施する、小売商業の活性化を
図るための事業等に対し、必要となる経費の
一部を助成する。従来の初動期活動事業、小
売商業等振興事業、施設等整備事業に加え、
年末等需要喚起事業を支援する。

2,500千円

本市の食材を活かした店が集まり、市内外の
方に「下関の食（材）」を堪能する「フード
フェスin下関（S級グルメ（仮称））」を開催
することで、食の「下関」のPR、出店者の販
路拡大と中心市街地のにぎわい創出を図る。

新規

65

フードイベント開催事業費
負担金

新規

産業振興部
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

農林水産業費 □ 要求どおり

農業費 拡充 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

■ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 □ 要求どおり

農業費 拡充 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

■ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 ■ 要求どおり

農業費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 ■ 要求どおり

農業費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 □ 要求どおり

林業費 新規 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 □ 要求どおり

林業費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 ■ 要求どおり

水産業費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 □ 要求どおり

水産業費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 □ 要求どおり

水産業費 拡充 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

1,050千円

水産課 水産業振興費

農林水産振興
部

農林水産振興
部

80 水産物需要拡大事業

水産課

—

農林水産振興
部

農林整備課

農林水産振興
部

農林整備課

13,695千円

水産物の需要拡大を図るため、関係団体と連
携し、大都市圏等での販売促進イベントの開
催や下関漁港を起点とした新たなにぎわい創
出のための仕組みづくりを行う。

4,500千円

2,585千円

1,933千円

農林水産振興
部

農林水産振興
部

農地費

水産業総務費

農林水産振興
部

水産課

—

林業振興費

78

79
クルマエビ放流効果実証事
業

漁獲量の低迷が続くクルマエビについて、囲
い網による馴致や外敵・餌生物の調査による
放流適地の把握等、効率的かつ効果的な種苗
放流手法の改善を図ることで漁獲量の増加を
目指す。

81 くじらの街下関推進事業

新規

12,000千円

2,585千円

4,558千円

水産業振興費

10,000千円

—

600千円— 600千円

0千円

76
農業水路等長寿命化・防災
減災事業

農業の持続的な発展を後押しするため、農業
生産活動の基盤となる農業水利施設の機能の
安定的な発揮に必要な長寿命化対策及び防災
減災策を、早期に効果が発現する地区を対象
にきめ細やかく推進するとともに、効果を最
大限に発揮するするための取組を支援する。

—

農林整備課

林業総務費

74 農産物需要拡大事業

講習会、研修会への参加、商談会の出展機会
の提供を通じて、国内販路拡大や海外輸出を
含めた農産物の販路開拓を支援する。
拡充内容：農産物消費拡大事業、海外商談会
出展支援

農林水産振興
部

農業振興費

75

農業振興課

農業振興課

農業振興費

農林水産振興
部

77
公共施設マネジメントに基づき、敷地境界確
定及び文筆登記嘱託業務(委託料)と解体工事
(解体撤去工事費)をする。

鯨食普及と鯨肉流通の拡充を推進し、国が計
画する捕鯨母船の建造誘致に対するアピール
強化を図る。
鯨肉学校給食賄材料費等

2,400千円

農業振興課

73

畜産業費

1,000千円

8,067千円 7,512千円

—

7,000千円

農業経営省力化普及事業

地域農業の担い手である集落営農法人の経営
安定に必要な農地集積を推進するため、除草
作業に係る労力軽減のための経費の一部を支
援する。
拡充内容：リモコン式自走草刈機導入補助
（新規）

1,000千円

優良後継牛選抜強化支援事
業費補助金

ゲノム解析技術等を活用した優良母牛の選抜
に要する経費の一部を支援する。

6,880千円

林業倉庫施設解体事業

11,800千円

森林経営管理制度意向調査
業務

6,880千円

平成31年4月1日から施行される「森林経営
管理法」に基づき、市内の経営や管理が行わ
れていない森林を対象に森林所有者の意向を
確認するため、意向調査実施に向けた対象と
なる森林ならびに森林所有者の把握・抽出を
行うもの。
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

農林水産業費 ■ 要求どおり

水産業費 拡充 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

農林水産業費 □ 要求どおり

水産業費 新規 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

総務費 ■ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 □ 要求どおり

観光費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 ■ 要求どおり

観光費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 ■ 要求どおり

観光費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 □ 要求どおり

観光費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 ■ 要求どおり

観光費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

商工費 □ 要求どおり

観光費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

35,000千円

500千円

観光振興費

15,000千円

2,400千円

観光政策課 観光振興費

観光スポーツ
文化部

拡充 甲冑衣裳等補修業務 6,560千円

179,000千円6,000千円

87
ふるさとしものせき応援基金等を活用し、し
ものせき海峡まつり等で使用する甲冑衣裳等
の補修・修繕を行う。

82

84

農林水産振興
部 下関漁港水産業振興拠点施

設建設費補助金

山口県漁業協同組合等漁協系統団体を集約す
るための新漁港ビルの建設費の一部を補助す
る。

48千円 59,552千円

水産課

観光施設課

農林水産振興
部

90

観光スポーツ
文化部

観光スポーツ
文化部

観光政策課

—

1,023千円

川棚漁港施設機能強化計画
策定業務

本市の文化振興に多大な貢献をされ、平成30
年5月に逝去された古川薫氏の追悼記念事業
として本市の文芸に光を当てた冊子を作成す
る。

— 500千円

道の駅「蛍街道西ノ市」温浴施設の老朽化に
伴う地下機械室、露天風呂、浴室等の大規模
改修を行う。

2,400千円

1,502千円

MICE(会議、研修旅行、国際会議、イベント)
の誘致強化を図るため、コンベンション協会
の組織を強化する。

179,000千円

6,560千円

59,552千円

—

89 拡充
道の駅「蛍街道西ノ市」温
浴施設改修事業

6,500千円85 新規
日本薬剤師会学術大会受入
助成

観光スポーツ
文化部

観光施設課

海響館改修基本計画策定業
務

新規

観光施設費

観光施設費

観光スポーツ
文化部

水産課

観光スポーツ
文化部

観光政策課

観光政策課

1,200千円

—

外国クルーズ客船の乗客等に対する観光案内
を行うためのインバウンドサポーターや案内
ブースの運営及び受入環境整備を行う。

—

16,060千円
老朽化が進行している海響館における展示及
び設備機器の改修を行うための海響館改修基
本計画を策定する。

83

水産業振興費

漁港管理費

—

観光振興費

新規 ＭＩＣＥ誘致強化86

観光振興費

第５２回日本薬剤師会学術大会の受入につい
て、ハード・ソフト両面で、官民一体となっ
て取り組みを行う。

ニューフィッシャー研修制度を積極的に利用
しており、将来、港勢が増加する見込みが大
きいことから、現状より漁港機能を充実させ
る。

0千円

4,500千円

新規88
クルーズ客船受入環境整備
事業

芸術文化振興費

観光スポーツ
文化部

新規

文化振興課

古川薫氏追悼記念事業
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

商工費 ■ 要求どおり

観光費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 ■ 要求どおり

保健体育費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 □ 要求どおり

保健体育費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 ■ 要求どおり

保健体育費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

土木管理費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

道路橋りょう費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 □ 要求どおり

道路橋りょう費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

道路橋りょう費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

道路橋りょう費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

観光施設課

99

土木総務費

視覚障害者誘導ブロック改
良事業

—

市内小学校付近の通学路等について、横断歩
道のカラー表示や路側整備など通行車両等の
速度抑制に資する交通安全施設整備を行う。

5,000千円

10,000千円

危険ブロック塀等撤去事業
費補助金

2,000千円

—

—

15,000千円

5,000千円

通学路等に面した危険ブロック塀等の撤去費
用の一部を助成する。

平成３０年度から引き続き、トラック及びイ
ンフィールド競技部分等の全天候舗装の改修
を実施するもの。

98

交通安全施設整
備事業費

市道に設置している視覚障がい者誘導ブロッ
クで、連続性が保たれていないものについて
整備工事を行う。

95

建設部

97

観光スポーツ
文化部

92
スポーツ合宿等誘致推進事
業

94 新規 下関陸上競技場改修事業

93

スポーツ振興
課

体育振興費

観光スポーツ
文化部

— 158,000千円 158,000千円

— 30,542千円

体育振興費

96

建設部
道路附属物点検（道路照明
等）

道路附属物（道路照明）の老朽化対策を図る
ため、道路照明の点検及びPCB使用照明器具
の調査を行う。

2,000千円

長府庭園整備事業
ふるさとしものせき応援基金を活用し、長府
庭園の池及び書院の改修を行う。

新規
トルコ柔道チーム事前キャ
ンプ受入業務

1,000千円

スポーツ合宿を誘致することにより、体育施
設の有効活用や交流人口の拡大、地域活性化
を図るため、全日本強化指定選手が所属する
トップスポーツ団体などを対象として、市内
の体育施設及び宿泊施設を利用してスポーツ
合宿を行った場合に宿泊費を助成する。

—

91

観光スポーツ
文化部

体育施設費

建設部

スポーツ振興
課

道路河川建設
課

スポーツ振興
課

道路河川建設
課

観光スポーツ
文化部

道路河川建設
課

交通安全施設整
備事業費

橋りょう維持費

2,650千円

5,000千円

5,000千円

新規

1,000千円

2,650千円

30,000千円
東京２０２０オリンピック競技大会・パラリ
ンピック競技大会に向けたトルコ柔道チーム
の事前キャンプ受入業務。

観光施設費

橋梁長寿命化修繕計画改訂
業務

道路河川建設
課

建設部

建設部 橋梁長寿命化修繕計画について、計画策定後
約5年が経過しているため、過去の実績を精
査するとともに今後の修繕計画を見直し、計
画を改訂する。

—

—

通学路等速度抑制対策事業

— 26,000千円 26,000千円

道路河川建設
課

道路維持費
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

土木費 □ 要求どおり

都市計画費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 □ 要求どおり

都市計画費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

住宅費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 □ 要求どおり

住宅費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

107

建設部

新規

住宅政策課

104

108

空き家実態調査業務

空家等対策計画の策定から3年が経過したた
め、空き家の実態調査を行い新たな計画を策
定するための基礎資料とするとともに、都市
計画情報システムに反映する。

本市における包括的な住宅政策を展開するに
あたり、民間や行政の住宅施策に係る情報の
一元化及び連携強化を図るとともに、効果的
に情報提供できる体制を整えるもの。

住宅建設費住宅政策課

15,186千円

空家等の敷地の更新や有効活用を促進し、持
続可能で魅力と活力あるまちづくりを推進す
るため、旧耐震の空家等の除却に要する費用
を補助するもの。

建設部

住宅政策課

建設部

建設部

住環境整備費

住環境整備費

住宅政策課

建設部

住宅政策課

住宅政策課

新規

住宅管理費

15,000千円15,000千円

白雲台団地公営住宅等整備
事業

白雲台団地建替事業（第１期）をＰＦＩ事業
により実施するもの。（H32～H35債務負
担）

15,093千円

—

—

13,634千円—

2,500千円

13,634千円

9,785千円

2,500千円

住環境整備費

400千円

12,500千円

5,000千円新規

建設部

建設部

住宅家賃等納付勧奨業務

市営住宅の家賃等を滞納したまま退去した者
や土地の使用料の滞納者に対して、納付案内
や納付相談、居所調査等について、債権回収
会社に委託するもの。

中心市街地における若年層によるコミュニ
ティの再生と住環境の質的向上を目的とし、
中心市街地へ新たに移り住む若年世帯の新築
住宅の建築費又は購入費を助成するもの。

拡充

市民生活の安全・安心と良好な生活環境を確
保するとともに、土地の有効活用を通じて持
続可能で魅力ある、活力あるまちづくりを図
るため、管理不適切で倒壊又は建築材等の飛
散のおそれのある危険な空き家の除却事業に
要する費用を補助するもの。

106 新規
空家等跡地活用促進事業費
補助金

建設部

建設部

住宅政策課 住環境整備費

105 拡充 危険家屋除却費補助金

102 新規 住宅活用支援事業費補助金 400千円—

5,000千円—
中心市街地新築住宅購入費
助成事業

住環境整備費

民間のノウハウや地域に根差した活動を活か
した民間主体による自主的な住宅や空き家問
題の解決及び空き家の利活用の促進を図るた
め、その活動に要する経費の一部を助成する
もの。

14,000千円

100 新規
住環境整備に係る基本方針
検討支援業務

本市への定住及び人口誘導を促進するにあた
り、まちの活力や魅力の向上及び快適な住環
境の形成に向けた基本方針の検討を行うも
の。

14,000千円

103

住宅政策課

1,045千円 0千円

0千円— 3,228千円

住宅政策課

101 新規 住宅施策提供支援業務 —

住環境整備費

住環境整備費
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

土木費 □ 要求どおり

都市計画費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 □ 要求どおり

都市計画費 新規 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 □ 要求どおり

都市計画費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 □ 要求どおり

都市計画費 拡充 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 □ 要求どおり

都市計画費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 □ 要求どおり

都市計画費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず
公園緑地課

都市整備部

交通対策課

6,000千円

下関花いっぱい計画管理者
ボード作成業務

下関花いっぱい計画に参加している団体等
に、団体名等を記載した管理者ボードを作成
し、配付する。

116

114

都市整備部

117

平成30年度に作成した基礎資料をもとに、
「バス路線の再編」を実施するため、路線の
見直し等による効率化や、利便性の高い将来
交通体系の構築が図れるよう、再編実施計画
の策定を行うもの。

4,000千円 4,000千円新規 みんなの公園整備事業

公園費

通学路等に面する危険ブロック塀等撤去事業
費補助金の適用を受け、撤去箇所に生垣を設
置する場合に、生垣の設置に要した費用の一
部を助成するもの。

市内の公園に設置されている約７５０基の水
銀照明灯を、同程度の明るさで電気消費量が
少ない（約1/3）のLED電灯に更新するも
の。

遊具等が未整備の公園に子どもたちが遊べる
遊具やお年寄りが談笑できるベンチを整備す
るもの。

コンパクトなまちづくり推
進助成補助金

地域公共交通再編実施計画
策定業務

生垣緑化推進事業費補助金

都市整備部

都市整備部

都市計画課

112

109

都市計画総務費

113

110

115

都市整備部

交通対策費

交通対策費

新規

都市整備部

高木街路樹間伐業務

14,000千円

25,000千円

2,500千円 2,500千円—

都市再生特別措置法に基づく「立地適正化計
画」における居住誘導区域内へ居住を促進
し、老朽家屋や空き家の更新を行うことで一
定の人口密度を保ち日常に必要なサービスや
コミュニティの維持、及びインフラ等の維持
を目的とするもの。

—

12,000千円

700千円

近年、大型化・高齢化し、また倒木の危険も
伴う街路樹について、計画的な間伐による維
持管理を行うもの。

1,000千円

1,400千円—

1,700千円

1,052千円

—新規

16,187千円

新規

1,700千円

—

—

公園照明LED化整備事業

新規

交通結節点等検討業務
JR幡生駅のバリアフリー化にあわせて、幡生
駅における交通結節点等の整備に係る基本設
計等を行うもの。

交通対策課

都市計画課

25,418千円

111

0千円

5,000千円
都市計画マスタープラン改
訂業務

—

—

6,500千円

平成21年度に策定された都市計画マスタープ
ランについて、現状に即した計画を策定する
ことで事業等を計画的に実施し、より良いま
ちづくりを推進するもの。都市計画課

都市整備部

都市整備部

公園緑地課

都市整備部

都市計画総務費

都市計画総務費

街路事業費

住環境整備費

公園緑地課

公園緑地課

公園費
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

土木管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

港湾会計

港湾費 ■ 要求どおり

管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

港湾会計

港湾費 ■ 要求どおり

管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

港湾会計

港湾費 ■ 要求どおり

管理費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

港湾会計

港湾費 ■ 要求どおり

建設費 拡充 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

港湾会計

港湾費 □ 要求どおり

建設費 新規 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

港湾会計

港湾費 ■ 要求どおり

建設費 拡充 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

港湾会計

港湾費 ■ 要求どおり

建設費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

123

港湾局

経営課

31,800千円

6,000千円

西山ふ頭用地整備事業

旅客上屋整備事
業費

訪日外国人旅行者の受け入れ環境整備のため
に国際ターミナルのトイレの改修工事を行
う。
【拡充内容】
改修工事【補助】の増

—

西山ふ頭用地整
備事業費

港湾局

施設課

訪日外国人旅行者受入環境
整備

121

新港地区ふ頭用
地整備事業費

改修事業費

118

官民連携による国際クルーズ拠点を形成する
ためのふ頭用地整備

126

125

122

西山ふ頭用地を整備する事業
【拡充内容】
バイオマス発電事業に向けた、船舶給水管布
設工事及びSOLASフェンス設置工事の皆増

8,000千円

国直轄事業（港湾）

36,000千円

港湾局

31,800千円

港湾局

施設課

860,000千円

36,000千円

施設課

866,000千円—124 新港地区ふ頭用地整備事業

120

都市整備部

経営課

港湾局

119

公園緑地課

都市整備部

港湾局

建築指導課

国直轄事業（港湾）の改修事業に対する港湾
管理者負担金
【拡充内容】
国際クルーズ拠点形成事業に伴う国直轄事業
の増による負担金の増額

500千円

405,000千円

—

765,000千円

3,000千円

15,700千円 15,700千円

10,000千円10,000千円

500千円

振興課

下関港長州出島利用促進補
助金

— 3,000千円

総務費

長州出島を新たに利用する荷主や、利用実績
があっても前年度実績を上回る荷主に対し、
補助金を交付することで、長州出島の利用拡
大を図る。

港湾局

総務費

拡充
下関港ウォーターフロント
開発推進業務

下関港にかかるコンテナ流
動調査業務

総務費

新総合体育館の整備について、新総合体育館
早期整備に向け、地質調査等の調査業務を行
う。

—

経営課

新規

新規
民間建築物アスベスト含有
調査費補助金

民間建築物のアスベスト対策を促進するた
め、アスベスト含有調査に対して補助を行う
もの。

—

公園費

新総合体育館整備事業

建築指導費

10,000千円 10,000千円

下関港及び隣港における外貿コンテナ取扱状
況を調査分析し、今後のポートセールスに活
用するもの。

765,000千円

関門海峡沿いのウォーターフロントエリアの
開発促進を行う。
【拡充内容】
あるかぽーと地区のにぎわい創出に向けたグ
ランピング実証実験
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

総務費 ■ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 □ 要求どおり

教育総務費ほか ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 ■ 要求どおり

教育総務費 新規 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 □ 要求どおり

教育総務費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 □ 要求どおり

教育総務費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

■ 拡充計上せず

一般会計

教育費 ■ 要求どおり

教育総務費ほか □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 ■ 要求どおり

小学校費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 □ 要求どおり

中学校費 □ 事業・積算内容精査

■ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 □ 要求どおり

社会教育費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

25,396千円

教育研修課 事務局費

131

教育委員会

拡充 学校司書の配置

学校安心安全対策事業
ふるさとしものせき応援基金を活用して、児
童の安全確保を目的として、学校施設・設備
を整備する。

33,321千円

11,621千円 7,975千円

132

教育委員会

学校支援課 事務局費ほか

平成３０年度から学校図書館司書を５人増員
し、１０人体制とすることで、小学校２２
校、中学校１０校に配置している。更なる学
校図書館教育の充実を図るため、平成３１年
度に１人の増員を行おうとするもの。

25,290千円 28,060千円

33,321千円

豊北地区の角島、阿川、粟野、滝部小学校の
統廃合に伴い、平成３２年４月から新たな小
学校を設置するため、校章、校歌の作成や校
舎の改修等及び、児童の安全な通学手段の確
保のため、スクールバスを3台購入する。

—

130

教育研修課

事務局費ほか

学校建設費

事務局費

学校管理費

青少年対策費

教育委員会

学校支援課

学校教育課

教育委員会

教育政策課ほ
か

生涯学習課

教育委員会

135

133

0千円

教育委員会

— 3,000千円

日常生活を離れ自然の中での失敗や未知の経
験をすることで、子どもたちの好奇心・探求
心を高め、生き抜く力を身につけることを目
的とし、専門的な知識を持ったスタッフによ
る指導の下、野外教育活動プログラムを実施
するもの。

3,000千円

菊川中学校体育館の耐震化実施設計等を行う
もの。

45,176千円

350千円

—新規
しものせき　夢冒険　チャ
レンジキャンプ開催業務

新規

拡充 教育ネットワーク強化事業 21,425千円

1,264千円

7,200千円 39,517千円

1,000千円

事務局費

—

教育委員会

350千円

23,000千円

128 新規 豊北地区小学校統廃合

129

134 拡充 耐震補強事業

外国語指導支援員の配置

学校支援課

新規

23,000千円

道の駅「蛍街道西ノ市」を拠点として、豊田
地域の代表的な果物である梨等を使用した新
商品の開発やＰＲ、「日本初のホタル舟」の
舟を購入し交流人口の拡大を図るとともに豊
田地域の魅力を発信するため、地方創生推進
交付金を活用して新たな事業等を行う。

—

豊田総合支所

総合支所費

52,900千円

教育委員会

学校におけるＩＣＴ環境の向上のため、各学
校のインターネット回線速度を１０Mbpsか
ら３０Mbpsへ変更し、高速化を図る。

スクールロイヤー活用事業

法律の専門家である弁護士が、その専門的知
識・経験に基づき、法的立場から継続的に助
言することで、学校現場で発生するいじめ等
の様々な問題の解決及び教員の業務や精神的
な負担の軽減を図り学校における相談体制を
構築する。

—

平成３２年度に小学校における新学習指導要
領全面実施を迎え、外国語活動の早期化、外
国語の教科化に備えるため、語学力のある地
域人材を外国語指導支援員として採用し、小
学校５・６年生の学級に配置する。

127 新規
まちの魅力創出・強化プロ
ジェクト事業

地域政策課
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平成３１年度当初予算　新規・拡充事業　一覧表

新規 平成30年度

拡充 予算額 要求額 予算計上額
No. 会計・款・項・目

部局
課所室名

事業名【公表】 査定結果
平成31年度

事業概要・拡充内容

一般会計

教育費 ■ 要求どおり

社会教育費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 □ 要求どおり

社会教育費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

教育費 □ 要求どおり

高等学校費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

消防費 ■ 要求どおり

消防費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

一般会計

消防費 □ 要求どおり

消防費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

□ 拡充計上せず

13,760千円 7,300千円

美術館 美術館費

—

教育委員会

新規 美術館照明設備LED化事業
美術館の照明環境における省エネ化を図るた
め、LED照明を導入するもの。

140

消防局

総務課

139

136

消防施設費

博物館費

高等学校管理費

消防施設費

勝山出張所車庫シャッター
改修工事

昭和56年度建設から37年が経過した勝山出
張所の１階車庫のシャッターを改修するも
の。

新規

教育委員会

高機能消防指令センター改
修工事

平成25年10月に下関市と美祢市が共同で整
備し、すでに５年経過している下関市・美祢
市高機能消防指令施設の老朽した機器の取換
え、また、出動システムの改修を行うもの。

恐竜卵化石関連業務

消防局

下関商業高等
学校

94,477千円 94,477千円新規

50,000千円

総務課

20,000千円

—

—

新規

138 新規
下関商業高等学校ブロック
塀改修工事

下関商業高等学校のコンクリートブロック塀
のうち、倒壊等の危険性があるものを撤去
し、ＰＣフェンスの敷設を行う。

—

本市産出の恐竜卵化石の寄贈を受け、展示
ブースの設置やセレモニー等を行うもの。

教育委員会

文化財保護課

137

4,558千円 4,558千円

18,000千円— 38,007千円
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平成３１年度当初予算　廃止・縮小事業　一覧表

縮小 平成30年度

廃止 予算額 要求額 予算計上額

一般会計

総務費 ■ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

総務費 ■ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

民生費 □ 要求どおり

社会福祉費 縮小 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

保健衛生費 縮小 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

保健衛生費 廃止 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

保健衛生費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

市民の生活環境の整備及び快適環境づくりに
関する指導者の育成等を推進する下関市快適
環境づくり推進協議会に対して、事業費の一
部を補助する。効率的な運営のために各事業
の見直しを進め、経費節減による計画的な補
助金の削減を行う。

2,798千円 2,598千円 2,598千円

生活衛生課 環境衛生費

査定結果

4,100千円 500千円

廃止 廃止

廃止廃止

6 人材確保定着支援業務

介護サービスの需要に応えるため、小型リフ
ト等の導入による介護職員の負担軽減や就職
説明会の開催により、人材の確保・定着を促
進するもの。30年度はモデル事業所に機器整
備を行ったため、31年度は研修事業のみとし
て事業費を縮減する。

7,400千円

介護保険課

4,910千円

9

7

保健部

8 産後ママのあんしん相談

産後うつの予防等を図るため、産後２週間頃
に医療機関で授乳や育児、精神状態について
相談支援のみを行っていたが、より事業の充
実を図るため、当該事業を廃止し、新たに全
産婦を対象とした産婦健康診査へ移行する。

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助

保健部

社会福祉総務費

廃止

ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金は、下関市地球
温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づ
き、平成23年度から実施していたが、本計画
の目標指標としていたLED防犯灯普及率50％
を達成したため、本事業を廃止する。

9,000千円

下関市快適環境づくり推進
協議会補助金

総合政策部

廃止廃止
いしん１５０構想に基づく
維新関連事業

平成10年に策定した「いしん１５０構想」に
基づいて、志士の杜推進実行委員会に委託し
関連事業を継続して行ってきたが、目標の最
終年度を迎えたことから平成30年度をもって
本事業を終了する。

中山間地域魅力体験ツアー
事業

参加者から漠然とした体験よりも、中山間に
移住して、起業するなど成功者とのふれあい
の方が刺激になるという意見があったため、
まずは、現在実施している「地域おこし協力
隊」において成功者が出るよう注力すること
とし、本事業は廃止する。

1,000千円 廃止廃止

No.部局・課所室名 事業名【公表】 事業概要・見直し内容

総合政策部

廃止2

企画課

福祉部

3,000千円 廃止

企画課

1

平成31年度

健康推進課

環境部

環境政策課

会計・款・項・目

企画費

企画費

保健衛生総務費

公害対策費

3

福祉部

縮小
地域活動支援センター運営
委託

障害者を通わせ、地域の実情に応じ、創作的
活動又は生産活動の機会の提供、社会との交
流の促進等を図るもの。
委託料の積算内容について見直し、委託料を
縮減する。

38,000千円 36,960千円 36,800千円

障害者支援課 障害者福祉費

4

福祉部

縮小 相談業務委託

障害者に関する各種相談に応じ、必要な情報
の提供及び助言その他の障害福祉サービスの
利用支援等を行うとともに、自立支援協議会
各専門部会について、基幹相談支援センター
と協力して運営に携わるもの。委託料の積算
内容について見直し、委託料を縮減する。

42,369千円

5

福祉部

縮小
基幹相談支援センター等機
能強化事業委託

総合的・専門的な相談支援体制の強化、障害
者の虐待防止や差別解消等の権利擁護の推進
に取り組むとともに、地域の相談支援の中核
的機関として、地域の相談支援体制の強化を
図るもの。委託料の積算内容について見直
し、委託料を縮減する。

14,068千円 13,652千円 13,600千円

障害者支援課 障害者福祉費

41,288千円 40,800千円

障害者支援課 障害者福祉費

17 / 19 ページ



平成３１年度当初予算　廃止・縮小事業　一覧表

縮小 平成30年度

廃止 予算額 要求額 予算計上額
査定結果No.部局・課所室名 事業名【公表】 事業概要・見直し内容

平成31年度
会計・款・項・目

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

清掃費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

衛生費 ■ 要求どおり

清掃費 縮小 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

衛生費 □ 要求どおり

清掃費 縮小 ■ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

商工費 ■ 要求どおり

商工費 廃止 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

商工費 ■ 要求どおり

商工費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

商工費 ■ 要求どおり

商工費 廃止 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

農林水産業費 ■ 要求どおり

農業費 廃止 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

土木費 ■ 要求どおり

都市計画費 縮小 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

港湾会計

港湾費 ■ 要求どおり

管理費 縮小 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

53,000千円

クリーン推進課 し尿処理費

12

環境部
豊北集約槽し尿等運搬管理
業務委託

豊北中継貯留槽に貯留されたし尿等を環境部
彦島工場まで搬入を行う。
人件費、燃料費、車両損料等の積算根拠を精
査し、事業費（委託料）を縮減。

60,000千円 53,007千円

3,564千円 2,299千円 2,299千円

1,050千円 廃止

廃止 廃止

港湾施設管理費の削減のため、岬之町地区等
の保安対策設備に係る支出（メンテナンス、
電気代等）の削減を行う。

10 廃止 環境美化推進員の廃止

毎年実施している路上ポイ捨てごみ実態調査
では、環境美化推進員によるパトロールを始
める前と後で、ごみの量が大きく減少してい
る。よって、当初の目的を達成していると考
えられるため、本事業を廃止する。

7,282千円

産業廃棄物対策業務

廃棄物の適正処理及び不法投棄等の未然防止
を確保するため、事業者、処分業者に対する
許認可・監視指導・実態調査・不法投棄対策
業務等を実施するもの。県の産業廃棄物適正
処理推進事業費補助金の削減に伴い事業費を
縮減。

24,601千円

環境部

廃棄物対策課

13,828千円 13,828千円

廃止 廃止

市外から転入する新規雇用従業員を借家に入
居させる企業に対し、補助金を交付するも
の。主に支援対象とする中小企業において社
宅規程を設けている企業が少ないため、本事
業を廃止する。※既に交付決定済の平成31年
1月～3月分の支給後に制度廃止。

2,100千円

11

13
都市間連携地域活性化推進
事業

事業目的の一つであった歴史イベントを活用
した物産のプロモーション事業について概ね
完了したため、地域産品の販路拡大に向けて
事業を再構築することとし、本事業を廃止す
る。

10,000千円

廃止
まちづくり人材育成型地域
活性化事業

埠頭保安監視システム保守
点検業務

18

15
新規雇用促進対策住居費補
助金

820千円 820千円

これまでの人材育成事業を踏まえ、新たな人
材による継続的なにぎわいの創出につなげる
ため、エキマチ広場周辺において、にぎわい
創出に資するイベントを開催することとし、
本事業を廃止する。

6,800千円 廃止 廃止14

廃止16 産地競争力強化対策事業

畜産物等の高品質化、低コスト化に必要な機
械、施設等の整備に必要な経費の一部を支援
するもの。（補助率：県1/3）
県が補助事業を廃止したため、本事業を廃止
する。

農林水産振興部

農業振興課 畜産業費

1,625千円

産業振興課

産業振興部

夜の景観照明事業補助金

下関駅周辺にイルミネーション等を点灯する
事業に対して補助金を交付するもの。
平成29年度までのイルミネーション電球数は
約8.5万球となり、平成30年度からは電球の
新規購入をせずに事業費を抑制することと
し、補助金を段階的に縮減する。

2,000千円 1,625千円

産業振興部

17

産業立地・就業支援課

産業振興課

産業振興部

施設課

環境部

環境政策課

港湾局

商工業振興費

都市整備部

都市計画課 住環境整備費

総務費

清掃総務費

じん芥処理費

商工業振興費

商工業振興費
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平成３１年度当初予算　廃止・縮小事業　一覧表

縮小 平成30年度

廃止 予算額 要求額 予算計上額
査定結果No.部局・課所室名 事業名【公表】 事業概要・見直し内容

平成31年度
会計・款・項・目

港湾会計

港湾費 ■ 要求どおり

管理費 縮小 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

港湾会計

港湾費 ■ 要求どおり

管理費 廃止 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

総務費 ■ 要求どおり

総務管理費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

教育費 ■ 要求どおり

教育総務費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

一般会計

教育費 ■ 要求どおり

社会教育費 □ 事業・積算内容精査

□ 予算計上せず

廃止 廃止

振興課 総務費

864千円 864千円

3,000千円20

港湾局
下関港コンテナ貨物利用促
進補助金

コンテナ貨物の集荷促進による下関港の利用
拡大を図るための新規荷主に対する補助金を
廃止する。
（別に下関港長州出島利用促進補助金を新
設）

21 縮小
角島灯台・夢崎波の公園
ライトアップ業務

平成３０年度は、5月～2月の期間でライト
アップを実施しているが、夏期は日没から終
了時刻（午後９時）までが短時間であるた
め、費用対効果を検証した結果、実施期間を
10月～3月に変更する。

2,000千円

SOLASエリアの保安対策業務について、
H30.4月に国の承認を受けて、新港埠頭にお
ける仮設フェンスの設置義務がなくなったこ
とにより、警備の業務量を縮小する。施設課

19 警備委託業務

港湾局

152,782千円 139,288千円 139,288千円

豊北総合支所

地域政策課 総合支所費

総務費

22

教育委員会

縮小 私立学校教育振興補助金
私立の中学校及び高等学校において実施され
る特色ある教育事業を促進するための学校法
人に対する補助金を縮小する。

14,000千円

23

教育委員会

縮小
人類学ミュージアム管理運
営業務

人類学ミュージアムほねやすめ管理業務委託
を見直し、職員等で対応することとし、委託
業務を廃止する。

28,358千円 26,322千円 26,322千円

文化財保護課 博物館費

7,000千円 7,000千円

学校教育課 事務局費
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